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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期
第２四半期
連結累計期間

第20期
第２四半期
連結累計期間

第19期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （百万円） 708,647 568,727 1,343,898

経常利益 （百万円） 41,194 41,902 63,183

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 28,461 27,767 22,963

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 23,218 7,744 △14,396

純資産額 （百万円） 485,146 442,286 443,237

総資産額 （百万円） 1,345,524 1,215,462 1,258,948

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 28.44 27.75 22.95

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 31.5 31.6 30.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 86,654 67,455 145,913

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △12,676 △20,587 △36,365

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △58,460 △22,305 △79,041

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 65,408 99,400 78,151

 

 

回次
第19期
第２四半期
連結会計期間

第20期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 11.64 11.56

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

当社グループは、当社、子会社104社及び関連会社30社で構成され、モビリティ、ヘルスケア、フード＆パッケー

ジング及び基盤素材の製造・販売を主な事業内容とし、さらに、各事業に関連するサービス等の事業活動を展開して

おります。

当社は、子会社のうち95社を連結し、支配が一時的等の２社を除く子会社及び関連会社37社に持分法を適用してお

ります。

　なお、当社は平成26年度中期経営計画における基本戦略の更なる推進を図るため、平成28年４月１日付で一部事業

セグメントを見直しました。具体的には、従来の機能樹脂セグメントと、石化セグメントのうち海外ポリプロピレ

ン・コンパウンド事業を統合し、モビリティセグメントとしております。また、従来のフード＆パッケージングセグ

メントと、ウレタンセグメントのうちコーティング・機能材事業を統合し、フード＆パッケージングセグメントとし

ております。さらに、従来の基礎化学品セグメントと、海外ポリプロピレン・コンパウンド事業を除く石化セグメン

ト、ウレタンセグメントのうちポリウレタン材料事業を統合し、新たに基盤素材セグメントとしております。

当社グループの事業内容及び主な関係会社の位置付けは次のとおりです。

 

(モビリティ)

当社グループは、モビリティセグメントにおいて、エラストマー、機能性コンパウンド、機能性ポリマー及びポリ

プロピレン・コンパウンドの製造・販売を行っております。

[主な関係会社]

Advanced Composites,Inc.、 Grand Siam Composites Co.,Ltd.、 Mitsui Elastomers Singapore Pte. Ltd.、

Advanced Composites Mexicana S.A. de C.V. 、三井化学複合塑料(中山)有限公司、三井化学産資㈱、Mitsui

Prime Advanced Composites India Pvt. Ltd.、三井・デュポン フロロケミカル㈱、三井・デュポン ポリケミカ

ル㈱、上海中石化三井弾性体有限公司

上記の他、８社が当セグメントに携わっております。

 

(ヘルスケア)

当社グループは、ヘルスケアセグメントにおいて、ビジョンケア材料、不織布、歯科材料及びパーソナルケア材料

の製造・販売を行っております。

[主な関係会社]

Heraeus Kulzer GmbH、三井化学ファイン㈱、Heraeus Kulzer, LLC 、Mitsui Hygiene Materials Thailand Co.,

Ltd.、SDC Technologies, Inc.、三井化学不織布（天津）有限公司

上記の他、45社が当セグメントに携わっております。

 

(フード＆パッケージング)

　当社グループは、フード＆パッケージングセグメントにおいて、コーティング・機能材、機能性フィルム・シート

及び農薬の製造・販売を行っております。

[主な関係会社]

三井化学東セロ㈱、三井化学アグロ㈱、ジャパンコンポジット㈱

上記の他、15社が当セグメントに携わっております。

 

(基盤素材)

　当社グループは、基盤素材セグメントにおいて、石化原料（エチレン・プロピレン等）、ポリエチレン、ポリプロ

ピレン、触媒、フェノール類、高純度テレフタル酸、ペット樹脂、ポリウレタン材料及び工業薬品の製造・販売を

行っております。

[主な関係会社]

㈱プライムポリマー、Mitsui Phenols Singapore Pte. Ltd.、Prime Evolue Singapore Pte. Ltd.、日本エボ

リュー㈱、Mitsui Chemicals & SKC Polyurethanes Inc.、本州化学工業㈱、P.T. Petnesia Resindo、Thai PET

Resin Co., Ltd.、Siam Mitsui PTA Co., Ltd.、上海中石化三井化工有限公司

上記の他、６社が当セグメントに携わっております。
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(その他)

次に掲げる関係会社が当セグメントに携わっております。

[主な関係会社]

Mitsui Chemicals Europe GmbH、Mitsui Chemicals America,Inc.、三井化学（中国）管理有限公司、亞太三井化

学股份有限公司、共和工業㈱、Anderson Development Company、下関三井化学㈱、Mitsui Chemicals Asia

Pacific,Ltd.

上記の他、21社が当セグメントに携わっております。
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以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

なお、一部の会社は複数のセグメントに跨っております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における事業環境は、米国や欧州での景気回復が継続した一方、中国における景気の

緩やかな減速に加え、英国のＥＵ離脱問題など、世界経済の変動に留意すべき状況が継続しました。日本において

は、円高が進行し輸出環境が悪化するなど景気には弱さも見られるものの、雇用や所得環境の改善が続く中で緩や

かな回復基調が継続しました。

このような情勢のもとで、当社グループの当第２四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。

 

売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ1,399億円減（19.7％減）の5,687億円となりました。これは、前連

結会計年度における歯科材料事業等での決算期変更による影響及びポリウレタン材料事業の譲渡による販売数量減

少の影響等が351億円あったこと、ナフサなどの原燃料価格下落及び為替変動に伴う販売価格下落の影響等が1,048

億円あったことによるものです。

営業利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ40億円増（9.6％増）の454億円となりました。これは、モビリ

ティ事業における堅調な販売や基盤素材事業における事業構造改善効果の発現に伴う固定費の減少等によるもので

す。

経常利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ７億円増（1.7％増）の419億円となりました。これは、為替差損

益の悪化の影響があったものの、営業利益が増加したことなどによるものです。

特別損益は、前年同四半期連結累計期間に比べ固定資産処分損等が増加したため、22億円の損失となりました。

以上により、税金等調整前四半期純利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ14億円減（3.4％減）の397億円と

なりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ７億円減（2.4％減）の278億円とな

り、１株当たり四半期純利益金額は27.75円となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

 

当社は平成26年度中期経営計画における基本戦略の更なる推進を図るため、平成28年４月１日付で一部事業セグ

メントを見直しました。これに伴い第１四半期連結会計期間よりセグメントを一部変更しております。

なお、前年同四半期連結累計期間比較にあたっては、前年同四半期連結累計期間分を変更後のセグメントに組み

替えて行っております。

 

(モビリティ)

当セグメントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ228億円減の1,417億円、売上高全体に占める割合は

25％となりました。また、営業利益は、販売数量が拡大したものの、円高の影響及び交易条件の悪化等により、前

年同四半期連結累計期間に比べ29億円減の211億円となりました。以上により、セグメント全体では、減収・減益

となりました。

自動車部品及び樹脂改質材用途を中心とするエラストマーは、販売は堅調に推移したものの、交易条件の悪化及

び円高の影響を受けました。

機能性コンパウンド製品は、円高の影響があったものの、中国コンパウンド新会社の立ち上がり等により、順調

に販売を拡大しました。

機能性ポリマーは、円高の影響があったものの、ＩＣＴ（情報通信技術）関連用途の堅調な需要に的確に対応し

ました。

海外ポリプロピレン・コンパウンド事業は、北米を中心に自動車生産台数は増加したものの、為替影響を含む交

易条件が悪化しました。
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(ヘルスケア)

当セグメントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ202億円減の672億円、売上高全体に占める割合は

12％となりました。一方、営業利益は、堅調な販売及び固定費減少により、前年同四半期連結累計期間に比べ３億

円増の54億円となりました。以上により、セグメント全体では、減収・増益となりました。

ビジョンケア材料のメガネレンズ用材料は、販売が堅調に推移しました。

不織布は、プレミアム紙おむつの消費が堅調に推移したものの、流通在庫の消化のために当社の販売は影響を受

けました。

歯科材料は、前連結会計年度における決算期変更による販売数量の減少があるものの、欧米を中心に販売が堅調

に推移しました。また、前連結会計年度における減損損失の計上により、のれん償却費等の固定費が減少しまし

た。

 

(フード＆パッケージング)

当セグメントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ83億円減の883億円、売上高全体に占める割合は

15％となりました。一方、営業利益は、円高の影響を受けたものの、堅調な販売及び交易条件の改善により、前年

同四半期連結累計期間に比べ１億円増の110億円となりました。以上により、セグメント全体では、減収・増益と

なりました。

コーティング・機能材は、海外関係会社での交易条件の改善等がありました。

機能性フィルム・シートは、包装用フィルム分野における堅調な販売、交易条件の改善等がありました。

農薬は、国内、海外ともに販売数量の減少、また円高の影響を受けました。

 

(基盤素材)

当セグメントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ881億円減の2,532億円、売上高全体に占める割合は

45％となりました。一方、営業利益は、当社が進めてきた事業構造改善の効果が発現したこと及び堅調な国内需要

の影響により、前年同四半期連結累計期間に比べ75億円増の118億円となりました。以上により、セグメント全体

では、減収・増益となりました。

ナフサクラッカーの稼働率は、前年同四半期連結累計期間を上回りました。また、ポリエチレン及びポリプロピ

レンは、国内需要を背景に堅調に推移しました。

フェノールは、前年同四半期連結累計期間に比べ市況は低水準ながら緩やかに改善しており、事業構造改善の効

果も徐々に現れております。

高純度テレフタル酸は、中国市況の低迷を背景に厳しい状況が続いているものの、事業構造改善の効果が発現し

ております。

ポリウレタン材料は、事業構造改善の順調な効果発現による固定費の減少等により、収益が改善しております。

 

(その他)

当セグメントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ５億円減の183億円、売上高全体に占める割合は

３％となりました。また、営業損失は、前年同四半期連結累計期間に比べ３億円増の３億円の損失となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ212億

円増加し、当第２四半期連結会計期間末には994億円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によって得られた資金は、前年同四半期連結累計期間に比べ192億円減の675億円となりました。これは

主として、売掛債権、在庫の減少による運転資金の改善があったものの、前年同四半期連結累計期間における未収

入金からの収入がなくなったことなどによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によって使用された資金は、前年同四半期連結累計期間に比べ79億円増の206億円となりました。これ

は主として、前年同四半期連結累計期間においてポリウレタン材料事業の譲渡による収入がなくなった影響による

ものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によって使用された資金は、前年同四半期連結累計期間に比べ362億円減の223億円となりました。これ

は主として、有利子負債の返済が減少したことによるものです。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

① 基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えてお

ります。

当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するも

のであれば、これを一概に否定するものではありません。また、当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場

合、これに応じるべきか否かの判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大量買付行為又はこれ

に類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては適切でないと考えておりま

す。

② 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

当社は、「絶えず革新による成長を追求し、グローバルに存在感のある化学企業グループ」を「目指すべき企業

グループ像」として、次に掲げる当社の企業価値の源泉を基に、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を

図っております。

　　a. 新技術、新製品を生み出す研究開発力

　　b. グローバルな生産、販売体制とマーケティング力

　　c. 社外ステークホルダーとの信頼関係

　　d. 高度な専門性とチャレンジ精神を有する多様な人材

　　　また、当社は、平成26年度中期経営計画を策定し、企業価値ひいては株主共同の利益のさらなる向上に努めて

おります。その中で、当社グループの将来像を設定し、経済軸と環境軸・社会軸が結びついた社会課題解決への

取り組みにより、事業活動を通じた社会貢献を目指します。成長事業である「モビリティ」、「ヘルスケア」及

び「フード＆パッケージング」領域における集中的な拡大、新事業・新製品の創出を推進するとともに、石化・

基礎化学品を中心とした「基盤素材」は産業・地域を支える基盤として、広く社内外に素材・技術等を提供しま

す。

　　　平成26年度を初年度とする３年間では、次の方針で取り組んでおります。

　　　■大型市況製品の再構築の確実な実行により収益力の回復を図る。

　　　■平成23年度中期経営計画で具体化、実行した成長投資を確実に収益拡大へ繋げる。

　　　■事業ポートフォリオ変革に向け、経営資源をモビリティ、ヘルスケア及びフード＆パッケージング領域に集

　　　　中する。

　　　■新事業・新製品創出を加速する。

　　　■財務体質の改善、強化を図る。

　　　さらに、企業としての社会的責任を全うし、広く社会からの信頼を確保していくために、コーポレート・ガバ

　　ナンスの充実は最も重要な課題と認識しており、社外取締役の選任（社外取締役３名すべてを独立役員として、

　　東京証券取引所に届け出ております。）、監査役機能の重視、内部統制システムの構築・推進、リスク・コンプ

　　ライアンス委員会活動の強化などの諸施策を推進しております。また、ステークホルダーからの信頼を一層高め

　　るため、環境・安全・品質の確保、社会貢献活動、法令・ルール遵守の徹底等のＣＳＲ活動の更なる充実・強化

　　に努めております。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

　　　 取組みの概要

　　当社は、当社株式に対する大量買付を行おうとする者に対し必要かつ十分な情報提供を要求し、あわせて当社取

締役会の意見等の情報開示を適時適切に行い、かかる大量買付の是非を株主の皆様が適切に判断するために必要な

情報や時間の確保に努める等、金融商品取引法、会社法その他関連法令及び定款の許容する範囲内において適切な

措置を講じるとともに、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に努めてまいります。

 

　　なお、上述②及び③の取り組みは、上述①の基本方針に沿うものであります。また、当社の企業価値・株主共同

の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社及び連結子会社の研究開発費は、148億円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間における当社グループの主要研究課題に重要な変更はありません。
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(5)主要な設備

前連結会計年度末における当連結会計年度１年間の設備投資計画（新設・増設等）は560億円でしたが、当第２

四半期連結会計期間末において、540億円に変更しております。

なお、セグメント毎の設備投資計画に、著しい変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,000,000,000

計 3,000,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,022,020,076 1,022,020,076
東京証券取引所

市場第一部

・完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準株式

・単元株式数1,000株

計 1,022,020,076 1,022,020,076 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

 

平成28年７月１日～
平成28年９月30日

 

－ 1,022,020,076 － 125,053 － 93,783
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 75,234 7.36

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 66,974 6.55

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（三井住友信託銀行再信託分・東レ

株式会社退職給付信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 37,425 3.66

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社(信託口４)
東京都中央区晴海一丁目８番11号 21,447 2.09

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 19,687 1.92

三井物産株式会社

(常任代理人　資産管理サービス信託銀行

株式会社)

東京都千代田区丸の内一丁目１番３号

(東京都中央区晴海一丁目８番12号　晴

海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーZ棟)

17,370 1.69

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社(三井住友信託銀行再信託分・三井物

産株式会社退職給付信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 17,370 1.69

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 16,001 1.56

THE BANK OF NEW YORK MELLON SA/NV 10

(常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀行)

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 1000

BRUSSELS, BELGIUM

(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

13,743 1.34

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS

ACCOUNT ESCROW

（常任代理人　株式会社みずほ銀行）

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS

MORE STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED

KINGDOM

（東京都港区港南二丁目15番１号）

13,104 1.28

計 － 298,357 29.19

　（注）１．上記のほか、当社は21,532千株の自己株式を保有しております。

　　　　２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）75,234千株、日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）66,974千株、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）21,447千株及び野村信

託銀行株式会社（投信口）16,001千株は、信託業務に係る株式であります。

３．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・東レ株式会社退職給付信託口）

37,425千株及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・三井物産株式会

社退職給付信託口）17,370千株は、退職給付信託に係る株式であります。

EDINET提出書類

三井化学株式会社(E00840)

四半期報告書

11/29



４．平成28年10月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、野村證券株式会社他共同保有者

が平成28年９月30日現在でそれぞれ以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として各保

有者の当第２四半期連結会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状

況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)

株券等

保有割合

(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 株式　 1,652,726 0.16

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom
株式　 1,834,510 0.18

野村アセットマネジメント株式

会社
東京都中央区日本橋一丁目12番１号 株式　74,369,000 7.28
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

１(1)②発行済株式の「内容」

欄に記載のとおりでありま

す。普通株式 21,532,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 990,737,000 990,737 同上

単元未満株式 普通株式 9,751,076 － －

発行済株式総数 1,022,020,076 － －

総株主の議決権 － 990,737 －

(注)　１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄の普通株式は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が13,000株（議決

権の数13個）含まれております。

３．「単元未満株式」の欄の普通株式には、自己保有株式が次のとおり含まれております。

三井化学株式会社　　　　　126株

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

三井化学株式会社
東京都港区東新橋

一丁目５番２号
21,532,000 － 21,532,000 2.10

計 － 21,532,000 － 21,532,000 2.10

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 79,578 99,895

受取手形及び売掛金 245,345 212,116

たな卸資産 ※１ 240,686 ※１ 233,197

繰延税金資産 11,007 11,266

未収入金 44,913 40,605

その他 7,480 8,115

貸倒引当金 △799 △587

流動資産合計 628,210 604,607

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 328,354 331,538

減価償却累計額 △227,510 △229,012

建物及び構築物（純額） 100,844 102,526

機械装置及び運搬具 979,458 984,778

減価償却累計額 △866,582 △862,623

機械装置及び運搬具（純額） 112,876 122,155

土地 157,697 156,571

建設仮勘定 31,307 10,245

その他 70,313 69,486

減価償却累計額 △59,635 △59,604

その他（純額） 10,678 9,882

有形固定資産合計 413,402 401,379

無形固定資産   

のれん 9,408 7,733

その他 30,765 27,203

無形固定資産合計 40,173 34,936

投資その他の資産   

投資有価証券 124,942 123,876

退職給付に係る資産 17,571 20,982

繰延税金資産 6,362 6,334

その他 29,070 24,071

貸倒引当金 △782 △723

投資その他の資産合計 177,163 174,540

固定資産合計 630,738 610,855

資産合計 1,258,948 1,215,462
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 118,331 109,209

短期借入金 86,490 92,371

1年内返済予定の長期借入金 25,892 8,106

1年内償還予定の社債 20,142 30,142

未払法人税等 5,886 5,113

役員賞与引当金 164 70

修繕引当金 8,129 8,119

事業構造改善引当金 234 85

その他 98,991 90,866

流動負債合計 364,259 344,081

固定負債   

社債 59,716 49,645

長期借入金 279,583 273,701

繰延税金負債 19,791 18,311

役員退職慰労引当金 277 241

修繕引当金 4,251 3,292

環境対策引当金 786 747

事業構造改善引当金 2,648 －

退職給付に係る負債 59,659 57,317

資産除去債務 3,991 3,790

その他 20,750 22,051

固定負債合計 451,452 429,095

負債合計 815,711 773,176

純資産の部   

株主資本   

資本金 125,053 125,053

資本剰余金 90,847 90,491

利益剰余金 181,128 204,892

自己株式 △14,607 △14,627

株主資本合計 382,421 405,809

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 14,650 13,358

繰延ヘッジ損益 △48 10

為替換算調整勘定 8,930 △12,511

退職給付に係る調整累計額 △23,982 △22,276

その他の包括利益累計額合計 △450 △21,419

非支配株主持分 61,266 57,896

純資産合計 443,237 442,286

負債純資産合計 1,258,948 1,215,462
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 708,647 568,727

売上原価 563,646 431,584

売上総利益 145,001 137,143

販売費及び一般管理費 ※１ 103,589 ※１ 91,775

営業利益 41,412 45,368

営業外収益   

受取利息 267 518

受取配当金 789 1,220

持分法による投資利益 3,747 956

その他 1,871 1,447

営業外収益合計 6,674 4,141

営業外費用   

支払利息 3,547 2,878

為替差損 410 3,301

その他 2,935 1,428

営業外費用合計 6,892 7,607

経常利益 41,194 41,902

特別利益   

固定資産売却益 70 150

投資有価証券売却益 1,169 373

事業譲渡益 3,738 －

特別利益合計 4,977 523

特別損失   

固定資産処分損 2,110 2,346

固定資産売却損 4 6

減損損失 2,725 344

関連事業損失 204 －

特別損失合計 5,043 2,696

税金等調整前四半期純利益 41,128 39,729

法人税等 8,306 7,138

四半期純利益 32,822 32,591

非支配株主に帰属する四半期純利益 4,361 4,824

親会社株主に帰属する四半期純利益 28,461 27,767
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 32,822 32,591

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △3,229 △1,386

繰延ヘッジ損益 327 0

為替換算調整勘定 △7,910 △20,521

退職給付に係る調整額 1,741 1,747

持分法適用会社に対する持分相当額 △533 △4,687

その他の包括利益合計 △9,604 △24,847

四半期包括利益 23,218 7,744

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 20,796 6,798

非支配株主に係る四半期包括利益 2,422 946
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 41,128 39,729

減価償却費 23,342 20,954

のれん償却額 1,966 505

減損損失 2,725 344

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △604 △1,183

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △1,700 △2,513

貸倒引当金の増減額（△は減少） △116 △215

修繕引当金の増減額（△は減少） △3,268 △980

環境対策引当金の増減額（△は減少） △139 △39

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △2,861 △2,774

受取利息及び受取配当金 △1,056 △1,738

支払利息 3,547 2,878

持分法による投資損益（△は益） △3,747 △956

投資有価証券売却損益（△は益） △1,169 △373

固定資産除却損 280 277

固定資産売却損益（△は益） △66 △144

売上債権の増減額（△は増加） 17,187 27,917

たな卸資産の増減額（△は増加） 15,634 238

仕入債務の増減額（△は減少） △19,401 △6,804

その他 21,768 51

小計 93,450 75,174

利息及び配当金の受取額 1,767 3,049

利息の支払額 △3,535 △3,007

法人税等の支払額 △5,028 △7,761

営業活動によるキャッシュ・フロー 86,654 67,455

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △20,737 △20,327

有形固定資産の売却による収入 197 881

無形固定資産の取得による支出 △812 △975

長期前払費用の取得による支出 △81 △275

投資有価証券の取得による支出 △38,377 △1,512

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,894 576

事業譲渡による収入 44,649 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
－ 5

その他 591 1,040

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,676 △20,587
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △28,129 7,113

長期借入れによる収入 6,477 －

長期借入金の返済による支出 △20,028 △21,280

社債の償還による支出 △10,071 △71

自己株式の売却による収入 1 1

自己株式の取得による支出 △53 △21

配当金の支払額 △3,002 △4,002

非支配株主への配当金の支払額 △3,448 △3,994

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△163 －

その他 △44 △51

財務活動によるキャッシュ・フロー △58,460 △22,305

現金及び現金同等物に係る換算差額 △732 △3,314

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 14,786 21,249

現金及び現金同等物の期首残高 50,622 78,151

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 65,408 ※１ 99,400

 

EDINET提出書類

三井化学株式会社(E00840)

四半期報告書

20/29



【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

商品及び製品 163,116百万円 155,643百万円

仕掛品 5,806 5,327

原材料及び貯蔵品 71,764 72,227

計 240,686 233,197

 

　２．保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

上海中石化三井化工有限公司  23,380百万円 上海中石化三井化工有限公司  20,753百万円

Nghi Son Refinery &

Petrochemical LLC
 17,676

Nghi Son Refinery &

Petrochemical LLC
 16,855

たはらソーラー・ウインド共

同事業
＊１ 17,210

たはらソーラー・ウインド共

同事業
＊３ 16,420

その他（５社） ＊２ 1,216 その他（４社） ＊４ 843

計  59,482 計  54,871

＊１　内11,187百万円については、三井物産㈱他より再保証を受けております。

＊２　内229百万円については、他社より再保証を受けております。

＊３　内10,673百万円については、三井物産㈱他より再保証を受けております。

＊４　内156百万円については、他社より再保証を受けております。

 

　３．受取手形割引高
 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

受取手形割引高 178百万円 125百万円

 

　４．債権流動化に伴う買戻し義務

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

債権流動化に伴う買戻し義務 63百万円 95百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

運賃・保管費 25,163百万円 23,400百万円

給料・賞与 22,495 19,695

研究開発費 15,658 14,760

貸倒引当金戻入額 △45 －

貸倒引当金繰入額 － 24

退職給付費用 2,039 1,583

役員賞与引当金繰入額 57 60

役員退職慰労引当金繰入額 41 18

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 66,688百万円 99,895百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,280 △495

現金及び現金同等物 65,408 99,400
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 3,003 3.00  平成27年３月31日  平成27年６月25日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月30日

取締役会
普通株式 4,003 4.00  平成27年９月30日  平成27年12月２日 利益剰余金

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 4,002 4.00  平成28年３月31日  平成28年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月１日

取締役会
普通株式 5,002 5.00  平成28年９月30日  平成28年12月２日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)

合計
 モビリティ ヘルスケア

フード＆

パッケージング
基盤素材 計

売上高        

外部顧客への
売上高

164,477 87,372 96,660 341,289 689,798 18,849 708,647

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

5,494 1,590 2,464 38,400 47,948 29,642 77,590

計 169,971 88,962 99,124 379,689 737,746 48,491 786,237

セグメント利益又
はセグメント損失
（△）

24,044 5,140 10,919 4,252 44,355 △39 44,316

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他関連事業等を含んでおりま

す。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 44,355

「その他」の区分の損失（△） △39

セグメント間取引消去等 36

全社費用等（注） △2,940

四半期連結損益計算書の営業利益 41,412

（注）全社費用等は、主に報告セグメントに帰属させることが適当でない一般管理費及び新事業に係る研究開発費

等であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要な減損損失を認識していないため、また、のれん等の金額に重要な影響を及ぼす事象が生じていないため記載

しておりません。
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当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)

合計
 モビリティ ヘルスケア

フード＆

パッケージング
基盤素材 計

売上高        

外部顧客への
売上高

141,714 67,177 88,293 253,224 550,408 18,319 568,727

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

5,001 1,213 2,566 27,563 36,343 24,107 60,450

計 146,715 68,390 90,859 280,787 586,751 42,426 629,177

セグメント利益又
はセグメント損失
（△）

21,129 5,411 11,049 11,781 49,370 △298 49,072

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他関連事業等を含んでおりま

す。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 49,370

「その他」の区分の損失（△） △298

セグメント間取引消去等 △545

全社費用等（注） △3,159

四半期連結損益計算書の営業利益 45,368

（注）全社費用等は、主に報告セグメントに帰属させることが適当でない一般管理費及び新事業に係る研究開発費

等であります。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

（セグメント区分の変更）

当社は平成26年度中期経営計画における基本戦略の更なる推進を図るため、平成28年４月１日付で一部事業セグメ

ントを見直しました。具体的には、従来の機能樹脂セグメントと、石化セグメントのうち海外ポリプロピレン・コン

パウンド事業を統合し、モビリティセグメントとしております。また、従来のフード＆パッケージングセグメント

と、ウレタンセグメントのうちコーティング・機能材事業を統合し、フード＆パッケージングセグメントとしており

ます。さらに、従来の基礎化学品セグメントと、海外ポリプロピレン・コンパウンド事業を除く石化セグメント、ウ

レタンセグメントのうちポリウレタン材料事業を統合し、新たに基盤素材セグメントとしております。

以上のセグメント区分の変更により、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの

区分に基づき作成したものを開示しております。

 

セグメントごとに製造・販売をしている主要製品は、下記のとおりであります。

セグメント 主要製品

報告セグメント

モビリティ
エラストマー、機能性コンパウンド、機能性ポリマー、

ポリプロピレン・コンパウンド

ヘルスケア ビジョンケア材料、不織布、歯科材料、パーソナルケア材料

フード＆パッケージ

ング
コーティング・機能材、機能性フィルム・シート、農薬

基盤素材

エチレン、プロピレン、ポリエチレン、ポリプロピレン、触媒、

フェノール類、高純度テレフタル酸、ペット樹脂、

ポリウレタン材料、工業薬品

その他 その他 その他関連事業等

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要な減損損失を認識していないため、また、のれん等の金額に重要な影響を及ぼす事象が生じていないため記載

しておりません。
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（金融商品関係）

著しい変動がないため記載しておりません。

（有価証券関係）

　著しい変動がないため記載しておりません。

（デリバティブ取引関係）

　著しい変動がないため記載しておりません。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 28円44銭 27円75銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
28,461 27,767

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
28,461 27,767

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,000,787 1,000,513

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

平成28年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………5,002百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年12月２日

　（注）　平成28年９月30日現在の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行いま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月10日

三井化学株式会社

代表取締役社長　淡輪　敏　殿

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福原　正三　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 狩野　茂行　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 植木　貴幸　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井化学株式会
社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平成
28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・
フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井化学株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態
並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない
と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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